
 

○鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則 

平成21年３月９日 

規則第４号 

改正 平成24年８月15日規則第２号 

平成26年２月28日規則第５号 

平成28年３月14日規則第５号 

令和元年８月30日規則第４号 

令和３年11月30日規則第16号 

令和４年12月23日規則第４号 

鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則（昭和51年鳥取県西部広域行政管理組合規

則第14号）の全部を次のように改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は，消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。），消防法施行

令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。），消防法施行規則（昭和36年自治省令第

６号。以下「省令」という。），危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号。以

下「危政令」という。），危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号。以下「府

令」という。），火薬類取締法（昭和25年法律第149号。以下「火取法」という。）及び

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第149号。以下

「液石法」という。）の施行に関し，別に定めがあるもののほか必要な事項を定めるもの

とする。 

（立入検査の証票） 

第２条 法第４条第２項（法第16条の３の２第２項，法第16条の５第３項及び法第34条第２

項において準用する場合を含む。），火取法第43条第４項及び液石法第83条第８項の規定

による証票は，別記様式第１号のとおりとする。 

（公示の方法） 

第３条 省令第１条及び府令第７条の５の規定による公示の方法は，鳥取県西部広域行政管

理組合公告式条例（平成元年鳥取県西部広域行政管理組合条例第８号）に定めるところに

よる。 

（建築同意に関する通知） 

第４条 消防局長又は消防署長は，法第７条の規定による建築物の建築について同意を与え

る場合において，建築主に対し，法又は鳥取県西部広域行政管理組合火災予防条例（昭和



 

51年鳥取県西部広域行政管理組合条例第17号。以下「条例」という。）の規定により当該

建築物に必要となる消防用設備等，許可申請，届出等について，別記様式第２号により必

要に応じて通知するものとする。 

（講習会課程修了証明） 

第５条 消防局長が実施した令第３条第１項第１号イ，同項第２号イ，令第４条の２の８第

３項第１号又は令第47条第１項第１号の規定による講習会課程の修了証の交付を受けた

者（以下「講習修了者」という。）が，当該講習会課程を修了した証明を受けようとする

ときは，別記様式第３号の講習会課程修了証明願１部を消防局長に提出しなければならな

い。 

２ 消防局長は，前項の証明願が提出されたときは，別記様式第４号の講習会課程修了証明

書を講習修了者に交付するものとする。 

３ 講習修了者が，当該修了証を紛失し，汚損し，又は破損したことにより当該修了証の再

交付を求めるときは，別記様式第５号の講習会課程修了証再交付申請書を消防局長に提出

しなければならない。 

４ 消防局長は，前項の申請書が提出されたときは，当該講習会の修了証を講習修了者に再

交付するものとする。 

（防火管理及び防災管理に関する消防計画） 

第６条 令第３条の２第１項の規定による防火管理に係る消防計画は，防火管理者に選任さ

れたとき，又は防火管理に係る消防計画を変更したとき作成し，省令第３条に定める届出

書に当該計画を添付し消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがな

く，省令第３条第１項に定める事項の記載があると認めたときはこれを受理するものとす

る。 

３ 消防署長は，第１項の届出書の内容について審査し，修正指導が必要なときは修正を求

め，届出書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

４ 前３項の規定は，令第48条第１項の規定による防災管理に係る消防計画について準用す

る。この場合において，第１項中「令第３条の２第１項」とあるのは「令第48条第１項」

と，「防火管理に係る」とあるのは「防災管理に係る」と，「防火管理者」とあるのは「防

災管理者」と，第２項中「省令第３条第１項」とあるのは「省令第51条の８第１項」と読

み替えるものとする。 

（統括防火管理及び統括防災管理に関する消防計画） 



 

第６条の２ 令第４条の２第１項の規定による防火対象物の全体についての防火管理に係

る消防計画は，統括防火管理者に選任されたとき，又は防火対象物の全体についての防火

管理に係る消防計画を変更したとき作成し，省令第４条に定める届出書に当該計画を添付

し消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがな

く，省令第４条第１項に定める事項の記載があると認めたときはこれを受理するものとす

る。 

３ 消防署長は，第１項の届出書の内容について審査し，修正指導が必要なときは修正を求

め，届出書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

４ 前３項の規定は，令第48条の３第１項の規定による防災管理対象物の全体についての防

災管理に係る消防計画について準用する。この場合において，第１項中「令第４条の２第

１項」とあるのは「令第48条の３第１項」と，「防火対象物の全体についての防火管理に

係る」とあるのは「防災管理対象物の全体についての防災管理に係る」と，「統括防火管

理者」とあるのは「統括防災管理者」と，第２項中「省令第４条第１項」とあるのは「省

令第51条の８第１項」と読み替えるものとする。 

（防火管理者又は防災管理者の選任等） 

第７条 法第８条第２項の規定による防火管理者の選任又は解任の届出を行う者は，省令第

３条の２に定める届出書を消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，記載事項に誤りがないと認め

たときはこれを受理するものとする。 

３ 前２項の規定は，法第36条第１項において準用する法第８条第２項の規定による防災管

理者の選任又は解任の届出について準用する。この場合において，第１項中「防火管理者」

とあるのは「防災管理者」と，「省令第３条の２」とあるのは「省令第51条の９」と読み

替えるものとする。 

（統括防火管理者及び統括防災管理者の選任等） 

第８条 法第８条の２第４項の規定による統括防火管理者の選任又は解任の届出を行う者

は，省令第４条の２に定める届出書を消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがな

いことを認めたときはこれを受理するものとする。 

３ 前２項の規定は，法第36条第１項において準用する法第８条の２第４項の規定による防

災管理者の選任又は解任の届出について準用する。この場合において，第１項中「統括防



 

火管理者」とあるのは「統括防災管理者」と，「省令第４条の２」とあるのは「省令第51

条の11の３」と読み替えるものとする。 

（防火管理点検又は防災管理点検の報告等） 

第９条 省令第４条の２の６第１項第９号の規定による防火対象物の点検基準は，次の各号

に掲げるとおりとし，その点検票は別記様式第８号とする。 

(1) 条例第３条から第22条の２までの規定により，火を使用する設備等の設置及び管理

がなされ，又は取扱いがなされていること。 

(2) 条例第23条及び第26条から第28条までの規定により，火の使用に関する制限等が遵

守されていること。 

(3) 条例第30条から第34条の２までの規定により，指定数量未満の危険物並びに指定可

燃物の貯蔵及び取扱いがなされていること。 

(4) 条例第44条及び第46条の規定による届出がされていること。 

２ 法第８条の２の２第１項の規定による防火対象物の点検（以下「防火管理点検」という。）

の報告を行う者は，消防庁長官が定める報告書に点検票を添付し，消防署長に報告するも

のとする。 

３ 消防署長は，前項の報告書の提出を受けたときは，報告書の記載事項に誤りがなく，省

令第４条の２の６第１項に定める点検の結果が添付されている場合はこれを受理するも

のとする。 

４ 消防署長は，前項の報告書の内容について審査し，改善指導が必要なときは改善を求め，

報告書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

５ 前３項の規定は，法第36条第１項の規定により準用する法第８条の２の２第１項の規定

による防災管理対象物の点検（以下「防災管理点検」という。）の報告について準用する。

この場合において，第３項中「省令第４条の２の６第１項」とあるのは「省令第51条の14」

と読み替えるものとする。 

（防火管理点検又は防災管理点検の特例） 

第10条 法第８条の２の３第２項の規定による防火管理点検の特例申請を行う者は，省令第

４条の２の８第２項に定める申請書を消防署長に提出するものとする。 

２ 消防署長は，法第８条の２の３第３項の規定による通知を，認定することを決定したと

きは別記様式第９号により，認定しないことを決定したときは別記様式第10号により申請

者にしなければならない。 

３ 第１項の規定は，法第36条第１項において準用する法第８条の２の３第２項の規定によ



 

る防災管理点検の特例の申請について準用する。この場合において，「省令第４条の２の

８第２項」とあるのは「省令第51条の16第２項」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は，法第36条第１項において準用する法第８条の２の３第３項の規定によ

る防災管理点検の特例に係る通知について準用する。この場合において，「別記様式第９

号」は「別記様式第11号」と，「別記様式第10号」は「別記様式第12号」と読み替えるも

のとする。 

（管理権原者の変更届） 

第11条 法第８条の２の３第５項の規定による管理権原者変更の届出を行う者は，省令第４

条の２の８第７項に定める届出書を消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，記載事項に誤りがないと認め

たときはこれを受理するものとする。 

３ 前２項の規定は，法第36条第１項の規定により準用する法第８条の２の３第５項の規定

による管理権原者変更届について準用する。この場合において，「省令第４条の２の８第

７項」は「省令第51条の16第２項」と読み替えるものとする。 

（認定の取消し） 

第12条 消防署長は，法第８条の２の３第６項の規定により，認定を取り消すことを決定し

たときは，別記様式第13号により管理権原者に通知するものとする。 

２ 前項の規定は，法第36条第１項の規定により準用する法第８条の２の３第６項の規定に

よる防災管理点検の特例の取消しについて準用する。この場合において，「別記様式第13

号」とあるのは「別記様式第14号」と読み替えるものとする。 

（特例認定の証明） 

第13条 第10条の特例の認定を受けた者が，当該認定を受けた証明を受けようとするときは，

別記様式第15号の防火・防災管理点検の特例認定証明願を消防署長に提出しなければなら

ない。 

２ 消防署長は，前項の証明願が提出されたときは，別記様式第16号の防火・防災管理点検

の特例認定証明書を交付するものとする。 

（自衛消防組織の設置届） 

第14条 法第８条の２の５第２項の規定による自衛消防組織設置の届出をしようとする者

は，省令第４条の２の15第２項に定める届出書を消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがなく，省令

第４条の２の15第１項に定める事項の記載があると認めたときはこれを受理するものと



 

する。 

（圧縮アセチレンガス等の貯蔵又は取扱いの届出書） 

第15条 法第９条の３の規定による圧縮アセチレンガス等の貯蔵又は取扱いの届出をしよ

うとする者は，府令第１条の５に定める届出書を消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがな

いと認めたときはこれを受理するものとする。 

（危険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認） 

第16条 法第10条第１項ただし書きの規定により指定数量以上の危険物の仮貯蔵又は仮取

扱いの承認を受けようとする者は，府令第１条の６に定める申請書に当該仮貯蔵又は仮取

扱いをしようとする施設の位置，構造及び設備に関する図面を添付し，消防署長に提出す

るものとする。 

２ 消防署長は，前項の申請書の提出を受けた場合において，必要な事項を審査し，当該申

請が安全なものであると認めたときは，別記様式第17号の危険物仮貯蔵又は仮取扱い承認

書を，不承認とする場合は別記様式第17号の２の危険物仮貯蔵又は仮取扱い不承認通知書

を申請者に交付するものとする。 

３ 前項の危険物仮貯蔵又は仮取扱い承認書の交付を受けた者は，当該危険物の仮貯蔵又は

仮取扱いの期間は，当該場所の見やすい箇所に府令第17条に規定する標識及び別記様式第

18号に定める掲示板の例による掲示板を設置するとともに管理責任者を定め，火災等の事

故防止に努めなければならない。 

（製造所等の許可等） 

第17条 消防局長は，法第11条第１項前段の規定による許可の申請書の提出を受けた場合に

おいて，必要な事項を審査し，当該許可の申請に係る製造所，貯蔵所又は取扱所（以下「製

造所等」という。）が適正なものであると認めたときは，同条第２項の規定により別記様

式第19号の許可証を申請者に交付するものとする。法第11条第１項後段の規定による申請

書の提出を受けた場合においても，同様とする。 

２ 消防局長は，前項の申請書の提出を受けた場合において，法第11条第２項の条件を満足

しないと認めたときは，別記様式第19号の２の危険物製造所等設置（変更）不許可通知書

を申請者に交付するものとする。 

３ 法第11条第７項の規定による公安委員会又は海上保安庁への通報は，別記様式第19号の

３の危険物製造所等の許可等の通報の通知書により行うものとする。 

４ 許可を受けた危険物移動タンク貯蔵所に係る常置場所が，当組合内に変更された場合の



 

変更前の許可行政庁への通知は，別記様式第19号の４の移動タンク貯蔵所変更許可通知書

により行うものとする。 

（許可証の再交付等） 

第17条の２ 前条第１項の許可証の交付を受けた者が，許可証を亡失し，滅失し，汚損し，

又は破損し再交付を求めるときは，別記様式第19号の５の危険物製造所等設置（変更）許

可証再交付申請書を消防局長に提出しなければならない。 

２ 危政令第８条第４項の規定に基づく完成検査済証の再交付をするときは，府令第６条第

２項に定める完成検査済証に，再交付である旨及び再交付の日付を記載し，申請者に交付

するものとする。 

（製造所等の仮使用の承認） 

第18条 消防局長は，法第11条第５項ただし書の規定による承認の申請書の提出を受けた場

合において，必要な事項を審査し，当該製造所等の仮使用の申請に係る部分が火災の発生

及び延焼のおそれが著しく少ないと認めたときは，別記様式第20号の危険物製造所等仮使

用承認書を，不承認とするときは別記様式第20号の２の危険物製造所等仮使用不承認通知

書を申請者に交付するものとする。 

２ 前項の危険物製造所等仮使用承認書の交付を受けた者は，当該部分の仮使用の期間は，

当該場所の見やすい箇所に別記様式第20号の３の掲示板を掲げておかなければならない。 

（完成検査前検査の結果通知） 

第18条の２ 危政令第８条の２第７項の規定による通知は，別記様式第20号の４の完成検査

前検査結果通知書により行うものとする。 

（予防規程の認可） 

第19条 消防局長は，法第14条の２第１項の規定による認可の申請書の提出を受けた場合に

おいて，必要な事項を審査し，適正と認めたときは，別記様式第20号の５の予防規程認可

書を，不認可とするときは別記様式第20号の６の予防規程不認可通知書を申請者に交付す

るものとする。 

（製造所等に係る届出） 

第20条 製造所等の所有者，管理者又は占有者は，次に掲げる行為をしようとするときは，

当該行為をしようとする日の３日前までに，その旨をそれぞれ当該各号に定める様式の届

出書により，消防局長に届け出なければならない。 

(1) ３月以上にわたる製造所等の使用の休止又は使用を休止している製造所等の使用の

再開 別記様式第21号 



 

(2) 製造所等において，消防局長が資料提出を要すると認める軽微な変更工事の着工 

別記様式第22号 

(3) 製造所等において，消防局長が資料の提出を要さないと認める軽微な工事で，溶接

その他火花を発する器具等を使用する工事の着工 別記様式第23号 

２ 製造所等の所有者，管理者又は占有者は，次に掲げる事項に該当したときは，それぞれ

当該各号に定める様式の届出書により，速やかにその旨を消防局長に届け出なければなら

ない。 

(1) 製造所等の設置者の住所若しくは氏名，名称又は位置の地名若しくは地番の変更 

別記様式第24号 

(2) 危険物の貯蔵又は取扱い上における災害の発生 別記様式第25号 

(3) 府令第62条の５第１項ただし書による屋外タンク貯蔵所の内部定期点検に係る期間

の延長 別記様式第26号 

３ 消防局長は前２項の提出を受けた場合において，届出書の記載事項に誤りがなく適正で

あると認めたときはこれを受理するものとする。法第11条第６項，法第11条の４第１項，

法第12条の６，法第12条の７第２項及び法第13条第２項の届出の提出を受けた場合も，同

様とする。 

４ 消防局長は，前項の届出内容について審査し，修正指導が必要なときは修正を求め，届

出書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

（危険物収去証） 

第21条 消防局長は，法第16条の５第１項の規定により，消防職員に危険物を収去させたと

きは，別記様式第27号の収去証を当該危険物の所有者，管理者又は占有者に交付するもの

とする。 

（製造所等の基準の特例） 

第21条の２ 危政令第23条に規定する製造所等の位置，構造及び設備の特例認定を受けよう

とする者は，別記様式第27号の２の危険物製造所等基準特例認定申請書により消防局長に

申請しなければならない。 

２ 消防局長は，前項の申請について特例を認定したときは，別記様式第27号の３の危険物

製造所等基準特例認定書を，認定しないときは，別記様式第27号の４の危険物製造所等基

準特例不認定書を申請者に交付するものとする。 

（製造所等の休止に伴う点検期間の延長に係る申請等） 

第21条の３ 消防局長は，府令第62条の５第３項，府令第62条の５の２第２項ただし書又は



 

府令第62条の５の３第２項ただし書の申請を受けた場合は，その内容を審査し，保安上支

障がないと認めたときは，別記様式第27号の５の点検期間延長承認書を，承認しないとき

は，別記様式第27号の６の点検期間延長不承認書を申請者に交付するものとする。 

２ 府令第62条の５第３項，府令第62条の５の２第２項ただし書又は府令第62条の５の３第

２項ただし書に規定する期間は，危険物の貯蔵及び取扱いを再開する日の前日までの間と

する。 

（工事整備対象設備等着工届） 

第22条 法第17条の14の規定による届出をしようとする者は，省令第33条の18に定める届出

書を消防局長又は消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防局長又は消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事

項に誤りがなく，省令第33条の18に定める図書の添付を確認したときはこれを受理するも

のとする。 

３ 消防局長又は消防署長は，第１項の工事整備対象設備等の工事内容について審査し，修

正指導が必要なときは修正を求め，届出書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

（消防用設備等又は特殊消防設備等の検査） 

第23条 法第17条の３の２の規定による検査を受けようとする者は，省令第31条の３第１項

に定める届出書を消防局長又は消防署長に届け出るものとする。 

２ 消防局長又は消防署長は，前項の届出書の提出を受けた場合において，届出書の記載事

項に誤りがなく，省令第31条の３第１項に規定する図書の添付を確認したときはこれを受

理し，遅滞なく同条第２項の規定に基づく検査を実施しなければならない。 

３ 前項の検査の結果，当該消防用設備等又は特殊消防用設備等が，令第２章第３節に規定

する消防用設備等の技術上の基準（以下「設備等技術基準」という。）又は設備等設置維

持計画に適合していると認めた場合において，省令第31条の３第４項に規定する検査済証

を届出者に交付しなければならない。 

４ 前項の検査済証の交付を受けた者が，当該検査済証の交付を受けた証明を受けようとす

るときは，別記様式第28号の消防用設備等又は特殊消防用設備等検査済証明願を消防局長

又は消防署長に提出しなければならない。 

５ 消防局長又は消防署長は，前項の証明願が提出されたときは，別記様式第29号の消防用

設備等又は特殊消防用設備等検査済証明書を交付するものとする。 

（消防用設備等の基準の特例） 

第24条 令第32条の規定による消防用設備等の基準の特例の適用は，消防局長が行うものと



 

する。 

２ 次の各号のいずれかにより，消防用設備等の基準について令第32条の適用を受けようと

する者は，別記様式第30号の消防用設備等の基準の特例申請書を消防局長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 消防用設備等の全部又は一部の免除を受けようとするとき。 

(2) 設備等技術基準の代替措置の例によらない消防用設備等の代替をしようとするとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか消防局長が必要と認めるとき。 

３ 消防局長は，前項の申請を受けた場合において，防火対象物の位置，構造又は設備の状

況から判断して，火災予防上支障がなく，かつ，火災等の災害による被害を最少限度に止

めることができると認めるときにおいては，令第32条の適用を認めるものとし，別記様式

第31号の消防用設備等の基準の特例認定通知書を申請者に交付するものとする。 

４ 消防局長は，第２項の申請について，令第32条の適用を認めることが適当でないと判断

するときは，別記様式第32号の消防用設備等の基準の特例不認定通知書を申請者に交付す

るものとする。 

（消防用設備等の点検結果報告） 

第25条 法第17条の３の３の規定による消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検結果の

報告を行う者は，消防庁長官が定める報告書に点検票を添付し消防署長に報告するものと

する。 

２ 消防署長は，前項の報告書の提出を受けた場合において，報告書の記載事項に誤りがな

く，必要な点検票が添付されていると認めたときはこれを受理するものとする。 

３ 消防署長は，前項の報告書の内容について審査し，改善指導が必要なときは改善を求め，

報告書の経過欄にその旨を記載するものとする。 

（火災に関する警報） 

第26条 消防局長は，気象条件が次の各号のいずれかに該当し，かつ，これを必要と認める

ときに法第22条第３項の規定による火災に関する警報（以下「火災警報」という。）を発

令する。 

(1)  最小湿度40パーセント以下で実効湿度65パーセント以下のとき。 

(2)  平均風速が陸上で毎秒12メートル以上のとき。 

２ 前項に定めるものを除くほか，火災警報の発令及び解除の伝達その他火災警報について

必要な事項は，消防局長が定めるものとする。 

（消防警戒区域立入許可の証票） 



 

第27条 省令第48条第１項第７号の規定による立入許可の証票（以下「立入許可証」という。）

は，別記様式第33号のとおりとする。 

２ 前項の立入許可証は，次の各号のいずれかに該当する者で消防局長が必要と認める者に

交付する。 

(1) 関係官公署の職員 

(2) 爆発性，引火性若しくは発火性の物件，放射性物質又は劇毒物の消火，搬出若しく

は除去等の業務に従事する者 

(3) その他公益事業に関係を有する者 

３ 前項の立入許可証の交付を受けようとする者は，別記様式第34号の消防警戒区域立入許

可証交付願１部を消防局長に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定により立入許可証の交付を受けた者が，消防警戒区域に立入ろうとすると

きは，現場の消防吏員，消防団員又は警察官に立入許可証を提示しなければならない。 

 （委任） 

第28条 この規則の施行について必要な事項は、消防局長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成21年４月１日から施行する。ただし，第５条第１項中令第４条の２の

８第３項第１号及び令第47条第１項第１号の講習会課程の修了証明に関する規定，同条第

３項中令第４条の２の８第３項第１号及び令第47条第１項第１号の講習会課程の修了証

の再交付申請に関する規定，第６条第４項，第７条第３項，第８条第４項，第９条第５項，

第10条第３項及び第４項，第11条第３項，第12条第２項，第13条中防災管理点検の特例認

定の証明に関する規定及び第14条の規定は，同年６月１日から施行する。 

（鳥取県西部広域行政管理組合危険物の規制に関する規則の廃止） 

２ 鳥取県西部広域行政管理組合危険物の規制に関する規則（平成２年３月鳥取県西部広域

行政管理組合規則第４号）は，廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則による廃止前の鳥取県西部広域行政管理組合危険物の規制に関する規則の規

定に基づき交付されている危険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認証，製造所等の設置又は変

更の許可証，製造所等の仮使用承認証及び予防規程認可証は，この規則の規定に基づき交

付されたものとみなす。 



 

４ この規則の施行日前に，改正前の鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則の規定

に基づき交付されている立入検査証，防火管理に関する講習会課程修了証明書，防火管理

点検の特例に係る認定又は不認定の通知書，防火管理点検に係る特例認定取消書，特例認

定通知証明書，消防用設備等特例認定書及び消防警戒区域立入許可証は，この規則の規定

に基づき交付されたものとみなす。 

附 則（平成24年８月15日規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行日前に，改正前の鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則の規定

に基づき交付されている危険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認証，製造所等の仮使用承認証

及び予防規程認可証は，この規則の規定に基づき交付されたものとみなす。 

附 則（平成26年２月28日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成26年４月１日より施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行日前に，改正前の鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則の規定

によりなされた手続き及び措置は，それぞれ改正後の鳥取県西部広域行政管理組合消防法

等施行細則の規定によりされたものとみなす。 

附 則（平成28年３月14日規則第５号） 

この規則は，平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年８月30日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の様式により使用されている書類は，この規

則による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則（令和３年11月30日規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は，令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 



 

２ この規則の施行日前に，改正前の鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則の規定

に基づき提出された危険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認申請書並びに交付されている危

険物の仮貯蔵又は仮取扱いの承認書及び不承認通知書は，この規則の規定に基づき申請又

は交付されたものとみなす。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は令和５年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行日前に、改正前の鳥取県西部広域行政管理組合消防法等施行細則の規定

によりなされた届出、手続その他の行為は、この規則による改正後の鳥取県西部広域行政

管理組合消防法等施行細則の規定によりなされたものとみなす。 



 

別記 

様式第１号（第２条関係） 

（表） 

 

 

第   号                   年 月 日交付  

立 入 検 査 証 

 

    階 級 

    氏 名 

 

  この証票を携帯する者は、下記の規定により立入検査を行う権原を有

する者である。 

・消防法第４条、第 16条の３の２第２項、第 16条の５第３項及び第

34条第２項 

・火薬類取締法第 43条第４項 

・液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 83 条

第８項 

鳥取県西部広域行政管理組合消防局長  □印  

 

 

（裏） 
 
 
 

１ 本証は、立入検査の際に関係者に提示すること。 
２ 本証は、いかなる理由があっても他人に貸与又は譲渡してはならない。 
３ 本証は、立入検査以外の用に使わないこと。 
４ 本証は、紛失又は損傷しないよう常に注意すること。 

 
 

 

90mm 

55mm 



様式第２号（第４条関係） 

第     号 

年  月  日 
 
                様 
申請建築物 
 建築場所 
 建物名称 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防局長（消防署長）          □印  

 
 この建築物には、消防法及び鳥取県西部広域行政管理組合火災予防条例の規定により、次の事

項が必要となりますので、使用開始までに設置並びに届出されるよう通知します。 
 

設置が必要な消防用設備等 代替設備 通知内容 

   

 

消防関係法令により必要な届出 通知内容 

 
 

 

 

その他の通知事項 通知内容 

  

 

備考 
 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とする。 
  



様式第３号（第５条関係） 

講習会課程修了証明願  

年  月  日 

 
鳥取県西部広域行政管理組合 
消防局長          様 

 
 
 

申請者 住所 
  氏名             
 
 
 
下記の講習会課程を修了したことを証明願います。 

 

証明を必要とする理由 
 

修  了  者  の  氏  名 
及  び  生  年  月  日 

 
        

年   月   日生   

証明を必要とする講習会  
課 程 及 び 修 了 証 番 号  第     号 

修 了 証 の 交 付 年 月 日       年   月   日 

※受付欄 ※経過欄 

 
 
 
 

 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 ※印欄は、記入しないこと。 
  



様式第４号（第５条関係） 

講習会課程修了証明書  

修 了 者 の 氏 名 
及 び 生 年 月 日 

 
 
 
                  年   月   日生 

  

修 了 し た 講 習 会 課 程 
 

修 了 証 交 付 年 月 日 
 

修 了 証 番 号 
 

 
 
 
  上記の講習会課程を修了したことを証明する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    年  月  日 
 
 
                      鳥取県西部広域行政管理組合 
                      消防局長           □印  
 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

  



様式第５号（第５条関係） 

講習会課程修了証再交付申請書  

年  月  日 

 
 鳥取県西部広域行政管理組合 
 消防局長          様 
 
 

申請者 住所 
 氏名             
 
 
 
 
 下記の講習会課程修了証の再発行を申請します。 
 

再 交 付 の 理 由 □ 亡失  □ 紛失  □ 汚損  □ 破損 

修  了  者  の  氏  名 
及  び  生  年  月  日 

 
 

         年  月  日生 

再交付が必要な講習会 
課 程 及 び 修 了 証 番 号  第     号 

修 了 証 の 交 付 年 月 日         年   月   日 

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 再交付の理由欄は、該当する□にレ点を記入すること。 

   3 ※印欄は、記入しないこと。 
  



様式第６号及び第７号 削除 

 

様式第８号（第９条関係） 

（その６） 

点 検 項 目 
点 検 結 果 

状況及び措置内容 
判 定 不 備 内 容 

火
を
使
用
す
る
設
備
等
の
位
置
・
構
造
及
び
管
理
等 

火
を
使
用
す
る
設
備
等 

設 備 の 位 置 
□ 適 

  
□ 否 

設 備 の 管 理 
□ 適   

□ 否 

設 備 の 届 出 
□ 適   

□ 否 

火
を
使
用

す
る
器
具 

器具の取り扱い 
□ 適   

□ 否 

火
の
使
用
に
関
す
る
制
限 

喫煙等の制限 
□ 適 

  

□ 否 

がん具用煙火の

制 限 

□ 適   

□ 否 

 



（その７） 

点 検 項 目 
点 検 結 果 

状況及び措置内容 
判 定 不 備 内 容 

指

定

数

量

未

満

の

危

険

物

の

貯

蔵

及

び

取

扱

い 

貯蔵又は取扱い数量 
□ 適   

□ 否   

火 気 の 使 用 制 限 
□ 適   

□ 否   

漏 れ 、 あ ふ れ 
又 は 飛 散 の 防 止 

□ 適   

□ 否 
  

容 器 
□ 適   

□ 否   

少 
量 

危 

険 

物 

計器類に関する

監 視 

□ 適   

□ 否   

タ ン ク 本 体 
□ 適   

□ 否 
  

配 管 
□ 適   

□ 否   

 



（その８） 

点 検 項 目 
点 検 結 果 

状況及び措置内容 
判 定 不 備 内 容 

指

定

可

燃

物

等

の

貯

蔵

及

び

取

扱 

可 

燃 

性 

液 

体 

類 

等 

火気の使用制限 
□ 適   

□ 否 

漏れ、あふれ 
又は飛散の防止 

□ 適   

□ 否 

容 器 
□ 適   

□ 否 

計器類に関する

監 視 
□ 適   

□ 否 

タ ン ク 本 体 
□ 適   

□ 否 

配 管 
□ 適   

□ 否 

綿 
花 
類 

等 

火気の使用制限 
□ 適   

□ 否 

集 積 単 位 
□ 適   

□ 否 

計器類に関する

監視（廃棄物固

形化燃料等を貯

蔵し、又は取り

扱う場合） 

□ 適 
  

□ 否 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

2 判定の欄は、適正な場合は「適」の□にレ点を記入し、不備のある場合は「否」の□

にレ点を記入するとともに、不備内容の欄にその内容を記入すること。 

   3 状況及び措置内容の欄には、点検時の点検項目の状況及び点検の際措置した内容を記

入すること。 

   4 該当のない点検項目については、状況の措置内容の欄に「該当なし」と記入すること。 

  



様式第９号（第 10条関係） 

防火対象物点検の特例に係る認定通知書  

第     号 

年  月  日 
 
 
               様 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長           □印  

 
 
 
 消防法第 8条の 2の 3第 3項の規定により、  年  月  日付けで申請のあった下記の

防火対象物の防火対象物点検に係る特例については、認定することを決定したので通知しま

す。 
 

防 火 対 象 物 

所 在 地  

名  称  

用  途  

認定の効力が生じる日  

認 定 の 有 効 期 限  

特 記 事 項 

1  認定の有効期限日までに、消防法第 8 条の 2 の 3 第 1 項に規定

する申請を行わないと、認定の効力を失います。 
2  認定の有効期限前であっても、消防法第 8 条の 2 の 3 第 6 項の

いずれかに該当することとなった場合は、認定が取り消されます。 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
  



様式第 10号（第 10条関係） 

防火対象物点検の特例に係る不認定通知書 

第     号 

年  月  日 
 
 
 
               様 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長           □印  

 
 
 
 
 消防法第 8条の 2の 3第 3項の規定により、  年  月  日付けで申請のあった下記の

防火対象物の防火対象物点検に係る特例については、認定しないことを決定したので通知しま

す。  
 

防 火 対 象 物 

所 在 地  

名  称  

用  途  

認 定 し な い 理 由 

 
 
 
 
 
 

 教示 
［教示文記載］ 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
  



様式第 11号（第 10条関係） 

防災管理点検の特例に係る認定通知書  

第     号 

年  月  日 
 
 
 
               様 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長           □印  

 
 
 
 消防法第 36条第 1項において準用する同法第 8条の 2の 3第 3項の規定により、 年 月 

日付けで申請のあった下記の防災管理対象物の防災管理点検に係る特例については、認定する

ことを決定したので通知します。 
 
 

防 災 管 理 対 象 物 

所 在 地  

名  称  

用  途  

認定の効力が生じる日  

認 定 の 有 効 期 限  

特 記 事 項 

1  認定の有効期限日までに、消防法第36条第 1 項において準用す

る同法第 8 条の 2 の 3 第 1 項に規定する申請を行わないと、認定

の効力を失います。 

2  認定の有効期限前であっても、消防法第 36条第 1項において準

用する同法第 8 条の 2 の 3 第 6 項のいずれかに該当することとな

った場合は、認定が取り消されます。 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 12号（第 10条関係） 

防災管理点検の特例に係る不認定通知書  

第     号 

年  月  日 
 
 
                 様 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長           □印  

 
 
 
 
 
 消防法第 36条第 1項において準用する同法第 8条の 2の 3第 3項の規定により、 年 月 日

付けで申請のあった下記の防災管理対象物の防災管理点検に係る特例については、認定しないこ

とを決定したので通知します。 
 

防 災 管 理 対 象 物 

所 在 地  

名  称  

用  途  

認 定 し な い 理 由 

 
 
 
 
 
 

 教示 
［教示文記載］ 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 13号（第 12条関係） 

 

第     号  

年  月  日  
 
 

                様 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長           □印  

 
 
 
 

防火対象物点検に係る特例認定取消書 
 

 下記の防火対象物は、消防法第 8条の 2の 3第 6項第 号に該当するため、同項の規定に基づ

き防火対象物点検に係る特例認定を取り消す。 
 
 

記 
 
 

1 防火対象物の所在地及び名称 

 

 

 

2 特例認定を決定した日付 

 

 

 

3 特例認定の取消しの理由となる事実 

 

 

 

 

 
 

教示 
   

［教示文記載］ 
 



 

様式第 14号（第 12条関係） 

 

第     号  

年  月  日  
 
 

                様 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長          □印  

 
 
 
 

防災管理点検に係る特例認定取消書 
 

 下記の防災管理対象物は、消防法第 36 条第 1項において準用する消防法第 8 条の 2の 3第 6

項第 号に該当するため、同項の規定に基づき防災管理点検に係る特例認定を取り消す。 
 
 
 

記 
 

 

1 防災管理対象物の所在地及び名称 

 

 

 

2 特例認定を決定した日付 

 

 

 

3 特例認定の取消しの理由となる事実 

 

 

 

 

 
教示 

  ［教示文記載］ 
 



様式第 15号（第 13条関係） 

防火・防災管理点検の特例認定証明願  

年  月  日 

 
鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長         様 

 
申請者 

住所 
氏名               

  
 
 下記の防火対象物について、消防法第 8条の 2の 3第 3項（消防法第36条第 1項で準用する

場合も含む）の規定による点検の特例が認定されたことを証明願います。 
 
防

火

対

象

物 

所 在 地  

名 称  

管 理 権 原 者  

特 例 認 定 の 区 分 
□ 防火対象物点検に係る特例 
□ 防災管理点検に係る特例 
□ 防火・防災管理点検に係る特例 

特例の認定を受けた日付  

認 定 の 有 効 期 限  

そ の 他 必 要 な 事 項  

※受付欄 ※経過欄 

  
 
 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

2 申請者が法人の場合は、氏名欄に名称及び代表者氏名を記入すること。 

3 特例の区分欄は、証明を必要とする特例の□にレ点を記入すること。 

4 防災管理点検に係る特例認定の場合は、「防火対象物」とあるのは「防災管理対象物」

と読み替える。 

5 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 16号（第 13条関係） 

防火・防災管理点検の特例認定証明書  

防

火

対

象

物 

所 在 地 
 

名 称 
 

管 理 権 原 者 
 

特 例 認 定 の 区 分 
 

特例の認定を決定した日付 
 

特 例 の 有 効 期 限  

特 記 事 項 
防災管理点検に係る特例の場合は、「防火対象物」とあるのは

「防災管理対象物」と読み替える。 

 

 

 

上記の防火対象物は、消防法第 8条の 2の 3第 3項（消防法第 36条第 1項で準用する場合

を含む。）の規定による点検の特例が認定されていることを証明する。 
 
 
                    第    号 
 
 

年  月  日 
 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 

消防署長            □印  
 
 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 17号（第 16条関係） 

仮 貯 蔵 
仮取扱い  

  年  月  日 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防署長         様 

 
申請者 

住所 
氏名                

（電話         ） 
 

場 所  

期 間 年  月  日から   年  月  日まで 

危 

険 

物 

類  

品名（指定数量）  指 定 数 量 の 倍 数 

最 大 数 量   倍 

申 請 の 事 由  

貯蔵又は取扱いの方法  

消 火 設 備  

管 理 責 任 者 職氏名                  年  月  日生 

そ の 他 必 要 な 事 項  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事業所の所在地を記入すること。 

3 品名（指定数量）の記載については、当該危険物の指定数量が品名の記載のみでは明

確でない場合（ ）内に該当する指定数量を記入すること。 

4 ※印欄は、記入しないこと。 

危険物     承認申請書  



様式第 17号の 2（第 16条関係） 

署承第   号 
 

仮 貯 蔵 
 危険物     承認書 

仮取扱い 
 
 

 
  申請者 住 所 
 
      氏 名 
 
 
 
 
    年  月  日付けで申請のあった危険物仮貯蔵（仮取扱い）については、消防法 

 第 10条第１項ただし書の規定により承認する。 

 
 
           年  月  日 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
  消防署長          □印  

 
 
 
 

記 
 

仮貯蔵・仮取扱場所 

 
 
 

期 間 

 
 
 

危 険 物 の 類 ・ 品 名 
最 大 数 量 お よ び 
位 置 ・ 構 造 ・ 設 備 

 
 
 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 



様式第 17号の 3（第 16条関係） 

第   号  
 

仮 貯 蔵 
危険物      不承認通知書 

仮取扱い 
 
 
 

  申請者 住 所 
 
      氏 名 
 
 
 
    年  月  日付けで申請のあった危険物仮貯蔵（仮取扱い）については、下記の 

 理由により承認しないので通知します。 

 
 
           年  月  日 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
  消防署長          □印  

 
 
 

記 
 

仮貯蔵・仮取扱場所 
 
 
 

期 間 
 
 

危 険 物 の 類 ・ 品 名  
最 大 数 量 お よ び  
位 置 ・ 構 造 ・ 設 備  

 
 
 

理 由 

 
 
 

教示  
［教示文記載］ 

 



 

様式第 18号（第 16条関係） 

 

消防法による仮貯蔵（仮取扱）承認済 

申請者  住所・氏名  

仮貯蔵（仮取扱）期間  

危険物 類・品名・数量  

承 認 年 月 日 ・ 番 号  

管 理 責 任 者  

承 認 行 政 庁  

 

 

 

 

備考 白地に黒書とすること。 
 

 

 

 

 

 

 

60㎝以上 

30㎝以上 



様式第 19号（第 17条関係） 

 

鳥西行許可 消局指令第   号 

 

 

許   可   証 

 

 

 

 

設置者の住所 

 

設置者の氏名 

 

設 置 場 所 

 

 

 

 

 

     年 月 日付で申請された危険物   については、消防法第 11条第 1項の 

 

規定により申請のとおり許可する。 

 

 

 

 

 

 

 

      年   月   日 

 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

消防局長           □印 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 19号の 2（第 17条関係） 

第    号 
 
 

危険物製造所等設置（変更）不許可通知書 
 
 
 
 

設置者 の 住 所  
 
設置者の 氏 名  

 
設 置 場 所 

 
 
 
 
 
      年 月 日付で申請された危険物   の設置(変更)については、下記の理由に 

 より危険物の規制に関する政令第３章に定める技術上の基準に適合していないため許可しな 

 いので通知します。 

 
 

記 
 
 
 
 
 

  年  月  日 
 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防局長          □印  

 
 
 
 
 

教示  
［教示文記載］ 

 



様式第 19号の 3（第 17条関係） 
第  号 

 
 
 
                   様 
 
 
 
 

    鳥取県西部広域行政管理組合 
    消防局長              □印  

 
 
 
 

危険物製造所等の許可等の通報について 
 
 
このことについて、下記のとおり、  年  月  日付で危険物 

   を許可したので消防法第 11条第７項の規定により通報します。 

 
 
 

 
設置者の住所 

 
 
設置者の氏名 

 
 
設 置 場 所 

 
 
製造所等の別 

 
 
貯蔵所又は取扱所の区分 

 
 
設置許可年月日、設置許可番号 

 



様式第 19号の 4（第 17条関係） 

 
移動タンク貯蔵所変更許可通知書 

 
 

   年   月   日 
 
                   様 
 
 

  鳥取県西部広域行政管理組合 
  消防局長 

 
 
 
 貴行政庁の設置（変更）許可に係る次表の第１欄の掲げる移動タンク貯蔵所について位置 
の変更許可申請（及び譲渡引渡届出書）の提出があり、同表第２欄に掲げるとおり変更許可 
（及び当該届出書の受理）を行ったので通知します。 
 

記 
 
 第１欄 第２欄 

許 可 行 政 庁 名  
 

 

設置者 
住 所   

氏 名 
  

設 置 場 所 
  

設 置 ・ 変 更 許 可 
年 月 日 （ 番 号 ） 

  

完 成 検 査 
年 月 日 （ 番 号 ） 

  

譲 渡 引 渡 届 出 書 
受 理 年 月 日 

  

その他必要な事項 
  

備考 １ 設置者の項の第２欄には、移動タンク貯蔵所の譲渡又は引渡と位置の変更が同時 
に行われる場合は、譲渡又は引渡を受けた者の住所及び氏名を記入すること。 

   ２ この様式の大きさは、日本産業規格 A４とする。 



様式第 19号の 5（第 17条の 2関係） 

 

危険物製造所等設置（変更）許可証再交付申請書 
年   月   日 

 
 鳥取県西部広域行政管理組合 
 消防局長           様 
 
 

   申請者 
   住所 

   氏名                

 

設置者 

住 所  
 

氏 名  
 

設 置 場 所  
 

製 造 所 等 の 別  貯蔵所又は取扱所

の 区 分  

許 可 証 の 種 別  □設置許可証   □変更許可証 

許 可 年 月 日  許 可 番 号  

完 成 検 査 年 月 日  完 成 検 査 番 号  

再 交 付 申 請 の 理 由 
 
 
 

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とすること。 
    ２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入する 

こと。 
    ３ ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 20号（第 18条関係） 

鳥西局承第  号 
 
 

危険物製造所等仮使用承認書 
 
 
 
 
設置者の住所 

 
 
設置者の氏名 

 
 
設 置 場 所 

 
 
 
 
 

      年  月  日付で申請のあった危険物製造所等の仮使用については、消防法 

 第１１条第５項の規定により承認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      年  月  日 
 
 

  鳥取県西部広域行政管理組合 

  消防局長             □印  

 
 
 
 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 20号の２（第 18条関係） 

第   号 
 

 
危険物製造所等仮使用不承認通知書 

 
 
 
 
設置者の住所 

 
 
設置者の氏名 

 
 
設 置 場 所 

 
 
 
 

      年  月  日付で申請のあった危険物製造所等の仮使用については、下記の 

  理由により承認しないので通知します。 

 
 
 

記 
 
 
 
 
     年  月  日 
 
 

   鳥取県西部広域行政管理組合 

   消防局長             □印  

 
 

教示  
［教示文記載］ 

 



 

様式第 20号の３（第 18条関係） 

 

消防法による仮使用承認済 

製 造 所 等 の 別 
 

貯蔵所又は取扱所

の 区 分 

 

承 認 年 月 日 

及 び 番 号 

年  月  日 

  番  号 

承 認 行 政 庁 名 
 

 

 

 

 

備考 1 白地に黒書とすること。 

     2 この掲示板は、製造所等の見やすい箇所に掲げておくこと。 

 

35㎝以上 

25㎝以上 

 



様式第 20号の４（第 18条の２関係） 

第     号 

年  月  日 

 

完成検査前検査結果通知書 

 

 

 

 

                 様 

 

 
 

   鳥取県西部広域行政管理組合 
   消防局長           □印  

 
 
 

 危険物の規制に関する政令第８条の２第６項の規定により 年 月 日に申請のありまし 

た次の屋外タンク貯蔵所は、完成検査前検査の結果、消防法第 10条第４項の規定の技術上 

の基準に適合していますので、通知します。 

 

検 査 番 号 第   号 検査種別 

 

設置者 

住 所  

氏 名  

設 置 場 所  

設置（変更）年月日

及 び 許 可 番 号 

年  月  日 

第     号 

備 考  

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 20号の５（第 19条関係） 

 
第   号    

 
 

予 防 規 程 認 可 書 
 

 
 
  申請者 住 所 
 
 
      氏 名 
 
 
 

     年  月  日付で申請のあった予防規程の制定（変更）については、消防法 

  第 14条の２第１項の規定により認可する。 

 

 
 
           年  月  日 
 
 

鳥取県西部広域行政管理組合 
消防局長          □印  

 
 
 

記 
 

名 称 
 

設 置 場 所 
 

製造所等の別 

 
貯蔵所又は取

扱 所 の 区 分 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 



様式第 20号の６（第 19条関係） 

第   号 
 
 

予 防 規 程 不 認 可 通 知 書 
 
 
 
  申請者 住 所 
 
 
      氏 名 
 
 
 
 

     年  月  日付で申請のあった予防規程の制定（変更）については、下記の 

  理由により認可しないので通知します。 

 
 
           年  月  日 
 
 

  鳥取県西部広域行政管理組合 

  消防局長            □印  

 
 

記 
 

名 称 
 

設 置 場 所 
 

製造所等の別 
 
 貯蔵所又は取

扱 所 の 区 分 

 
 

理 由 
 

教示  
［教示文記載］ 

 



様式第 21号（第 20条関係） 

製造所 
危険物 貯蔵所 使用休止（使用再開）届出書 

取扱所 

年  月  日 

  

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長            様 

 

 

届出者 

住所 

氏名                 

                        （電話          ） 

設

置

者 

住 所  

氏 名  

設 置 場 所  

製 造 所 等 の 別  
貯蔵所又は取扱所 
の 区 分 

 

設置許可年月日  設 置 許 可 番 号  

完成検査年月日  完 成 検 査 番 号  

休 止 の 期 間  

休 止 の 事 由  

使用再開年月日  
 

お

け

る 
 

休

止

中

に 

他 の 用 途  

保安の概要  

管理者氏名  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

   3 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 22号（第 20条関係） 

危険物製造所等変更工事届出書 

年  月  日 

  

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長         様 

 

 

届出者 

住所 

氏名                     

（電話          ） 

 

設

置

者 

住    所 
 

氏    名 
 

設 置 場 所  

製 造 所 等 の 別  
貯 蔵 所 又 は 

取 扱 所 の 区 分 
 

設 置 許 可 年 月 日  設 置 許 可 番 号  

完 成 検 査 年 月 日  完 成 検 査 番 号  

危険物の類・品名（指
定数量）・最大数量・
指定数量の倍数 

 

変更の内容（必要図面
は別に添付する。） 

 

工 事 期 間  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

   3 品名（指定数量）の記載については、当該危険物の指定数量が品名の記載のみでは明

確でない場合に（ ）内に該当する指定数量を記入すること。 

4 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 23号（第 20条関係） 

火気使用工事届出書 

年  月  日 

 

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長         様 

 

 

届出者 

住所 

氏名                 

（電話          ） 

 

設

置

者 

住    所 
 

氏    名 
 

工事の場所・工事の

内容・火気使用器具 
 

火災予防上の措置  

着 工 予 定 期 日  完 成 予 定 期 日  

その他必要な事項  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

   3 工事の場所・工事の内容・火気使用器具等の欄及び火災予防上の措置欄は、製造所等

ごとに整理して記入すること。 

4 ※印欄は、記入しないこと。



様式第 24号（第 20条関係） 
               製造所 

危険物   貯蔵所 設置者地名地番変更届出書 

               取扱所 

年  月  日 

 

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長           様 

 

届出者 

住所 

氏名                

（電話          ） 

設 

置 

者 

旧 

住 所  

氏 名  

新 

住 所  

氏 名  

変 更 年 月 日  

製 

造 

所 

等 

旧 

名 称  

地名・地番  

新 

名 称  

地名・地番  

変 更 年 月 日  

製 造 所 等 の 別 
 貯 蔵 所 又 は 

取 扱 所 の 区 分 
 

設 置 許 可 年 月 日 
 

設 置 許 可 番 号 
 

完 成 検 査 年 月 日  完 成 検 査 番 号  

変 更 の 事 由 
 

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

3 製造所等の欄中、旧名称欄及び旧地名・地番欄は必ず記入すること。 

4 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 25号（第 20条関係） 
製造所 

危険物 貯蔵所 災害発生届出書 
取扱所 

年  月  日 

 

 鳥取県西部広域行政管理組合  

 消防局長           様 

 

届出者 

住所 

氏名                

（電話          ） 

設置者 
住  所  

氏  名  

設 置 場 所  

災 害 発 生 場 所  

製 造 所 等 の 別  
貯 蔵 所 又 は 
取 扱 所 の 区 分 

 

設 置 許 可 年 月 日  設置許可番 号  

完 成 検 査 年 月 日  完 成 検 査 番 号  

保 安 監 督 者 
(保安監督者を選任し
ていないときは、危険
物取扱者) 

氏     名 免 状 の 種 類 番     号 

   

災 害 に 関 係 あ る 

危 険 物 

類 品名（指定数量） 数   量 

   

災
害
の
状
況 

発生年月日及び 
時 刻 

 

発 生 の 原 因  

災害の経過及び 
災 害 の 状 況 

 

処 置 の 概 要  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

   3 品名（指定数量）の記載については、当該危険物の指定数量が品名の記載のみでは明

確でない場合に（ ）内に該当する指定数量を記入すること 

4 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 26号（第 20条関係） 

屋外タンク貯蔵所内部定期点検期間延長届出書 

年  月  日 

 

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長           様 

 

 

届出者 

住所 

氏名                

（電話          ） 

設置者 

住   所  

氏   名  

所在地及び事業所名  

タ ン ク 番 号  容 量  

危険物の類・品名  

許 可 年 月 日  許 可 番 号  

完 成 検 査 年 月 日  完 成 検 査 番 号  

前期内部点検実施日 年   月  内 部 点 検 期 限 年  月まで  

延 期 期 間 年  ヶ月  実 施 予 定 日 年   月   

延 期 理 由  

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

2 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

3 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 27号（第 21条関係） 

 

第     号 

 
 

危 険 物 収 去 証 
 
 
 
 
 

設 

置 

者 

住 所  

氏 名 
 

収 去 し た 場 所 
 

品 名 及 び 数 量 

 

備 考 
 

  
 

 
消防法第 16条の 5第 1項の規定により、上記の危険物を試験のため収去します。 
 
 
         年  月  日 
 
 

                   収去者 

                    所 属 

 

職氏名              ○印  

 
 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第 27号の２（第 21条の２関係） 

危険物製造所等基準特例認定申請書 
      年  月  日 

  
 鳥取県西部広域行政管理組合 
 消防局長          様 
 

 申請者 
                住所 
                氏名                  
                   （電話        ） 

設
置
者 

住  所  

氏  名  

設 置 場 所  

製 造 所 等 の 別  貯蔵所又は取扱所 
の 区 分  

設 置 許 可 年 月 日 
及 び 許 可 番 号  完成検査年月日 

及 び 検 査 番 号  

危険物の類・品名

最 大 数 量  指定数量の倍数  

特 例 認 定 申 請 区 分  
 １ 製造所等の位置 
 ２ 製造所等の構造 
 ３ 製造所等の設備 

特 例 認 定 を 受 け よ

う と す る 事 項  

※条件欄 

※受付欄 ※経過欄 
  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
   ２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入 
    すること。 
   ３ 設置年月日及び許可番号欄、完成検査年月日及び完成検査番号欄に該当する 
    事項がない場合は、空欄とすること。 
   ４ 特例認定申請区分欄は、該当する事項に○印をすること。 
   ５ 申請理由書を添付すること。 
   ６ ※印欄は、記入しないこと。



様式第 27号の３（第 21条の２関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

 

               様 

 

 

 

 

  鳥取県西部広域行政管理組合 

  消防局長             □印  

 

 

 

 

 

危険物製造所等基準特例認定書 

 

 

   年  月  日付けで申請のありました危険物     に係る基準の特例認定に 

 ついて審査した結果、特例を認定することとしましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。 



様式第 27号の４（第 21条の２関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

               様 

 

 

 
 

   鳥取県西部広域行政管理組合 

   消防局長          □印  

 

 

 

 

 

危険物製造所等基準特例不認定書 
 

    年  月  日付けで申請のありました危険物     に係る基準の特例認定に 

 ついて審査した結果、下記の理由により特例を認定しないこととしましたので通知します。 

 

 

記 

教示  
［教示文記載］ 

 



様式第 27号の５（第 21条の３関係） 
第     号 

年  月  日 

 

 

 

                 様 

 

 

 

 

 
   鳥取県西部広域行政管理組合 

   消防局長            □印  

 

 

 

 

 

点 検 期 間 延 長 承 認 書  

 

 

    年  月  日付けで承認申請のありました点検期間延長については、これを 

 承認します。 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格 A４とする。



様式第 27号の６（第 21の３条関係） 
第     号 

年  月  日 

 

 

 

                 様 

 

 

 

 

    鳥取県西部広域行政管理組合 

    消防局長          □印  

 

 

 

 

 

 

点 検 期 間 延 長 不 承 認 書  

 

 

     年  月  日付けで承認申請のありました点検期間延長については、下記の 

 理由により承認しないので通知します。 

 

記 
 
 

教示  
［教示文記載］ 

 



様式第 28号（第 23条関係） 

消防用設備等又は特殊消防用設備等検査済証明願 

年  月  日 

  

鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長（消防署長）     様 

 

 

申請者 

住所 

氏名                

 

 

 下記の防火対象物に係る消防用設備等又は特殊消防用設備等について、消防法第17条の 3の 2

の規定により検査済みであることを証明願います。 

 

防
火
対
象
物 

名 称 
 

所 在 地 
 

用 途 
 

証明を受ける消防用

設備等又は特殊消防

用設備等の種類 

 

検 査 年 月 日 

 

 

 

※受付欄 ※経過欄 

  

 

 

 

 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 申請者が法人の場合は、氏名欄に名称及び代表者氏名を記入すること。 

   3 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 29号（第 23条関係） 

消防用設備等又は特殊消防用設備等検査済証明書 

防
火
対
象
物 

名 称 
 

所 在 地 
 

用 途 
 

完成検査済証を交付

した消防用設備等又

は特殊消防用設備等

の種類 

 

検 査 年 月 日 
 

特 記 事 項 
 

 

 

 

上記の防火対象物に係る消防用設備等又は特殊消防用設備等について、消防法第17条の 3の 2

の規定により検査を行い、完成検査済証を交付したことを証明する。 

 

 

 

第     号 

 

 

年  月  日 

 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

消防局長（消防署長）         □印  

 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



様式第 30号（第 24関係） 

消防用設備等の基準の特例申請書 

年  月  日 

 

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長            様 

 

 

申請者 

住所 

氏名               

 

 

 下記の防火対象物の消防用設備等について、基準の特例を申請します。 

 

防

火

対

象

物 

所 在 地  

名 称  

用 途  

構 造 ・ 面 積 
構造：              延べ面積：        ㎡ 

階数：地上   階 地下   階 

基
準
の
特
例
の
内
容 

申 請 区 分 

□ 消防用設備等の全部又は一部の免除 

□ 消防用設備等の代替措置 

□ その他 

申 請 す る 消 

防 用 設 備 等 

 

具体的な特例 

の 申 請 内 容 

 

※受付欄 ※経過欄 

  

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   2 申請者が法人の場合は、氏名欄に名称及び代表者氏名を記入すること。 

   3 申請区分欄は、該当する□にレ点を記入すること。 

   4 消防用設備等の基準の特例を受けようとする理由書及び必要な図書（敷地配置図、平面図、

消防用設備等の設置状況等）を添付すること。 

   5 ※印欄は、記入しないこと。 



様式第 31号（第 24条関係） 

消防用設備等の基準の特例認定通知書 

第     号 

年  月  日 

                  

様 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

消防局長           □印 

 

 

 

 下記の防火対象物の消防用設備等について、基準の特例の適用について申請がありました

が、消防法施行令第32条の適用を認めることとしたので通知します。 

 

記 
 

防

火

対

象

物 

所 在 地  

名 称  

用 途  

構 造 ・ 面 積 
構造：              延べ面積：        ㎡ 

階数：地上   階 地下   階 

特 例 を 認 め る 

消 防 用 設 備 等 

 

基準の特例の内容 

 

条 件 

 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第 32号（第 24条関係） 

消防用設備等の基準の特例不認定通知書 

第     号 

年  月  日 

                  

 様 

 

鳥取県西部広域行政管理組合 

消防局長            □印 

 

 

 下記の防火対象物の消防用設備等について、基準の特例の適用について申請がありましたが、

消防法施行令第32条の適用を認めないこととしたので通知します。 

 

記 
 

防

火

対

象

物 

所 在 地  

名 称  

用 途  

構 造 ・ 面 積 
構造：              延べ面積：        ㎡ 

階数：地上   階 地下   階 

申 請 の あ っ た 

消 防 用 設 備 等 

 

申 請 の あ っ た 

基 準 の 特 例 内 容 

 

 
［教示文記載］ 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

様式第33号 （第27条関係） 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（註） 白地に赤線，赤文字とする。 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第    号 
消防警戒区域立入許可証  

 
 
 
 
 
 
 
          

          鳥取県西部広域行政管理組合消防局長 印 

90mm. 

55mm. 

 
住 所 
 
 
氏 名 
 

1 本証は他人に貸与しないこと。 

2 本証を紛失又は身分及び住所に異動を生じ 

た時は速やかに消防局に届出すること。 

 

注 
 
 

意 



 

様式第 34号（第 27条関係） 

消防警戒区域立入許可証交付願  

年  月  日 

  

 鳥取県西部広域行政管理組合 

 消防局長           様 

 

 

申請者 

住所 

職業 

氏名               

 

使 用 目 的 

 

使

用

者 

現 住 所 
 

職 業 
 

氏 名 
 

年  月  日 生  

※ 

処 理 

経 過 欄 

 

備考 1 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 2 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事業所の所在地を記入すること。 

 3 ※印欄は、記入しないこと。 


	消防法等施行細則全文（R5.3.1施行）様式なし
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